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　まず、開発が及ぶ以前の妻鹿地区の漁業の諸相を見ておきたい。【表 1 】は 1950 年の妻鹿地区
の漁業種類を示したものである。妻鹿地区では、壷網や蛸壷、一本釣りなど数種類の漁業が営まれ
ている。しかし 1 統ある壷網が 3 名操業、漕網の 2 つの経営が 2 名操業であるほかは、すべて 1
名での操業である。また 30 隻が動力船であるが、その内訳は 15 馬力 3 隻、その他は 8 馬力であ
る。動力船であるかどうか、また動力漁船の性能は、水揚げにも相関している。【表 2 】が示すよ
うに壷網を除けば、15 馬力動力漁船が 20 万円以上の水揚げの上位階層を占めるのに対し、8 馬力
表 1　漁業経営体
漁業種類（1950 年）
壷網（1）、漕網 37（動力船 24）、蛸壷 7（動力船 3）、いさり漁業 5（無動力）イカ簗（無動力）、
一本釣 5（動力船 1）、建網 1（無動力）、イカ漕網 2（動力船 2）、雑漁 1
（出所）妻鹿漁協所蔵資料
表 2　出荷額
出荷額（1950 年） 経営体数 漁　業　種　類
40 万円以上  1 壷網
20 ～ 27 万  4 漕網 3（15 馬力動力船）
10 ～ 20 万 13 漕網 12（8 馬力動力船）、蛸壷 1
5 ～ 10 万 22 漕網 21（8 馬力動力船）漕網無動力 1
1 ～ 5 万 15 いさり、漕網無動力、イカ簗、一本釣




1948 年 4 名（病気 1 名、漁船破損 2 名）
1949 年 1 名（病気）
1950 年 5 名（業績不振 2 名、老齢 1 名、漁船破損 1 名）
1951 年 8 名（身体障害 2 名、自己都合 1 名）
1952 年 1 名（戦傷）
1953 年 2 名（不漁 1 名、老齢 1 名）
（出所）妻鹿漁協所蔵資料　
110　
動力船は 5 ～ 20 万円に分布、一本釣り等の無動力船層は 5 万円以下にある。組合員数数は、68
名（1944 年）、74 名（1948 年）、65 名（1951 年）と推移している。また 1948 年、74 名の組合員











出光興産（以下出光）の 1960 年代の動きを中心にまとめたものである。後論との関係上、3 点指
摘しておきたい。
　第 1 は、重化学工業化のための公共投資、インフラ整備は、姫路市ではすでに 1950 年代から着
手されていた点である。市は工場設置条例を 1952 年に制定、翌年 1953 年には関西電力火力発電
所の設置計画がだされ、1955 年には火力発電所が操業を開始している。1954 年には妻鹿地先水面







　しかし第 3 に出光の製油所早期建設着工に対し、異議申し立てがあった点である。1966 年 5 月
11 日の起工式には家島漁民ら数十人が乱入する事件が起こり、認可許可は取り消しとなってい
る。この事件は全国的にも取り上げられマスコミも様々な論調を展開するが、妻鹿漁民はもとより
周辺沿岸漁業者にも大きな波紋を投げ掛けた。出光興産が沖合い 5 km に設定するシーバースによ
る海洋汚染への懸念である。1970 年 6 月 10 日、明石、加古川、高砂、相生、赤穂、家島の 33 漁













1953 年 8 月 発電所建設着工
1954 年 9 月 関西電力、妻鹿地先水面埋立
1955 年 9 月 関西電力姫路発電所、1 号機運転開始
1957 年 9 月 関西電力姫路発電所、2 号機運転開始
1960 年 関西電力第 2 発電所計画
1960 年 8 月 出光興産、関西電力第 2 火力発電所とコンビナートを組む製油所建設を計画。兵庫県、姫路市と協議にはいる
1961 年 3 月 関西電力、出光興産連名で『姫路地区における火力発電所、石油精製コンビナート計画』を関係官庁に提出
1961 年 7 月 21 日 地元の漁業者に対して、市、県、出光興産、説明会開催（於 : 妻鹿小学校）
1961 年 12 月 6 日 関西電力姫路第 2 火力発電所着工
1962 年 3 月 1 日 出光興産、姫路建設事務所を開設
1962 年 5 月 12 日 関西電力第 2 発電所隣接地（妻鹿地先）の埋立開始
1963 年 2 月 19 日 出光興産、関西電力の副申書を添えて、通産省に姫路製油所新設許可を申請（1964 年竣工予定）
1963 年 4 月 1 日 出光興産、関西電力第 2 発電所を対象とした油槽所開設
1963 年 10 月 関西電力第 2 発電所、操業開始（1 号機）
1964 年 製油所建設許可おりず（1967 年操業予定）
1964 年 10 月 関西電力第 2 発電所、2 号機稼動
1965 年 2 月 関西電力第 2 発電所、3 号機稼動
1965 年 3 月 山陽特殊製綱の破綻、地元から早期建設要望
1965 年 3 月 24 日 石油審議会、出光興産姫路製油所の建設許可を答申（1968 年 4 月操業、8 万バレル）
1965 年 8 月 4 日 通産省、姫路製油所建設許可
1965 年 12 月 8 日 関西電力第 2 火力発電所、竣工
1966 年 1 月 姫路市長、姫路商工会議所会頭、通産省・関係方面に対し、出光興産製油所の建設許可の 1 年繰上げを要望
1966 年 5 月 11 日 出光興産、製油所建設を 1 年繰上げ着工（世界最初の重油直接脱硫装置）起工式に家島漁民ら乱入。通産省、許可を取り消し
1966 年 5 月～ 市、県、商工会議所は出光と折衝。様々な進出反対運動。（各新聞、頻繁に報道）
1966 年 9 月 出光興産、地元の受け入れの素地が整えば、再進出する旨表明
1967 年 7 月 12 日 出光興産、通産省へ製油所建設再申請（15 万バレル、1969 年操業予定）。石油審議会は許可見送り
1968 年 9 月 5 日 出光興産、県、市は公害防止三者協定を締結
1968 年 9 月 17 日 出光興産、通産省へ製油所建設再申請（15 万バレル、1970 年操業予定）
1968 年 10 月 9 日 石油審議会、姫路製油所建設許可の答申
1969 年 3 月 関西電力第 2 発電所、4 号機稼動
1969 年 3 月 28 日 播磨漁友会、製油所建設について覚書締結
1969 年 5 月 2 日 通産省、姫路製油所建設許可、工事着工
1970 年 5 月 関西電力、5 号機、6 号機の増設を県、市に申し入れ
1970 年 6 月 10 日 出光興産、シーバース建設に伴う漁業補償締結
1970 年 9 月 21 日 県知事、市長、重油脱硫装置建設の見通し等につき、通産省と協議。確認まで操業延期（11 月 21 日延期解除）
1970 年 11 月 21 日 製油所操業開始
1971 年 7 月 商工会議所、産業公害相談室を設置
1971 年 8 月 5 号機、6 号機増設に関して反対団体、市公害対策審議会になだれ込む
1971 年 10 月 関西電力、5 号機、6 号機増設に関し、新たに市、県と協定締結後、起工式
1973 年 10 月 関西電力第 2 発電所、5 号機稼動。11 月 6 号機稼動
1974 年 12 月 大阪ガス、関西電力「姫路 LNG 基地計画」を県、市に提出
1975 年 9 月 姫路商工会議所、「姫路 LNG 基地建設に関する意見」
1976 年 5 月 LNG 基地の地元合意
1977 年 12 月 LNG 基地埋立開始
1981 年 1 月 LNG 基地建設着工



















あった。そのような港湾整備により、1960 年初頭には飾磨港区で 1 万重量トン級船舶、1970 年
代には出光シーバースの設置により 20 万重量トン級船舶が寄港できるようになる（ 3 ）。
　沿岸の漁業権が港湾整備のために消滅、縮小されていく局面は従来の研究では看過されていた点











　【表 6 】は、1964 年の港湾施設事業に関する補償の按分を示したものである。補償金額 580 万








年　　月 内　　容 対　　象 契　約　者 金額（千円）
1953 年 11 月 1 日 飾磨港外航路浚渫に伴う漁業権補償
共同漁業権第 2015
号の一部放棄 県―5 漁協 1,300





共同漁業権 2519 号 関電―5 漁協 20,372,593 
1961 年 10 月 30 日 姫路市妻鹿及び同飾磨地先漁業補償
共同漁業権 2008 号
の 一 部、3015 号、
区画漁業権 24 号
県―5 漁協 137,800（1 区）127,200（2 区）
1963 年 6 月 24 日 姫路港湾施設整備事業に伴う漁業補償
共同漁業権 2008 号
の一部 県―5 漁協 26,500
1965 年 12 月 10 日 妻鹿地先での埋立浚渫事業に伴う漁業損失に対する見舞金 出光興産―妻鹿漁協 3,000
1965 年 12 月 10 日 土地売買 原野 3 反 8 畝 15 歩 出光興産―妻鹿漁協 11,550
1966 年 7 月 13 日 特別高圧送電線設置に対する損害補償 関西電力―5 漁協 500
1968 年 3 月 29 日 姫路港湾整備事業に伴う漁業補償等
共同漁業権 2008 号
の一部 県―5 漁協 4,300
1968 年 9 月 5 日 公有水面埋立事業　補償金及び協力金 関西電力―5 漁協 10,000
1968 年 10 月 11 日 下水道処理場の用地造成、施設築造に伴う漁業補償等 県開発公社―5 漁協 1,200
1968 年 12 月 18 日 姫路港湾整備事業に伴う漁業補償等 共同漁業権 2008 号 県―5 漁協 95,000
1970 年 3 月 27 日





1970 年 4 月 17 日










区域内 出光興産―5 漁協 48,500
1970 年 12 月 19 日 製油所造成に伴う濁水、土砂による損害　見舞金 出光興産―5 漁協 4,000
1971 年 9 月 27 日 妻鹿漁港横断海底埋没菅埋節工事に伴う補償等
共同漁業権 2008 号
区域内 出光興産―5 漁協 50,000
1971 年 12 月 27 日 姫路第 2 発電所第 5 号、第 6号機建設及び運営　協力金 関西電力―5 漁協 50,000
1972 年 3 月 27 日
姫路港（広畑区）航路浚渫工
事（昭 和 47 年 か ら 50 年）に
伴う漁業上の損失補償
第 3 港湾建設局―大津漁協 500,000
1972 年 3 月 27 日 漁業補償 新日鉄―大津漁協 33,000
1972 年 3 月 27 日
姫路港（広畑区）航路浚渫工






1972 年 5 月 13 日 市川横断配送菅除去工事に伴う漁業補償
共同漁業権 2008 号
区域内 関西電力―5 漁協 5,100





の一部放棄 県姫路港湾管理事務所―5 漁協 197,000





の一部放棄 県姫路港湾管理事務所―5 漁協 15,010





び 33 号の一部放棄 県公営企業管理者―6 漁協 1,305,000











一部放棄 県公営企業管理者―6 漁協 85,000
1977 年 10 月 17 日 妻鹿地区における兵庫県臨海土地造成事業に伴う漁業補償
共同漁業権 32 号の




















（ 4 ）青木敬介『穢土とこころ』藤原書店、1997 年、62 頁
（参考）1963 年出荷額
分配金（円） 人　　数 出荷額（万円） 人　　数
103,000 35 名 40 ～ 50 12 名
92,700 7 名 30 ～ 40 14 名
82,400 8 名 20 ～ 30 11 名
72,100 2 名 10 ～ 20 13 名
61,800 2 名 ～ 10 7 名
51,500 2 名
41,200 1 名
20,600 5 名
10,300 23 名
（出所）妻鹿漁協所蔵資料
表 6　「港湾施設事業に伴う損失補償」（1964 年）妻鹿漁業への補償金（580万円）の分配
